
　「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る

地方税の臨時特例に関する法律」により、平成26年度から35年度までの10年間に限り、個人市民税の均等

割の標準税率に500円が加算され、3,500円となります。

　（都民税についても同様に500円が加算されます。）

　日野市の平成27年度一般会計当初予算における個人市民税均等割引上げ分の充当状況は、次のとおりです。

（歳入）個人市民税均等割引上げ分の収入見込額  　　　　　　　　　　　　　　　　 43,684千円

（単位：千円）

％

（歳出）個人市民税均等割引上げ分を充当する防災のための施策に要する経費　　　1,433,768千円

（単位：千円）

※1 　個人市民税均等割引上げ分は、各事業に要する一般財源から都市計画税充当額を除いた比率に応じて按分して充当しています。

※2 　高幡団地市営住宅（１号棟）耐震補強及び長寿命化改修工事関連経費

※3 　小型動力ポンプ積載車・小型消防ポンプの購入費

※4 　避難所看板設置、災害対策本部用資機材・備品の購入費

※5 　平成23年度以降に実施した公共施設の耐震化・防災施設の整備、土地区画整理事業など防災のための施策の財源として
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